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　平成28年４月に、熊本県地方で連続して起きた大地震により、広い範囲で多大な被
害が発生しました。被災された皆さまには心よりお見舞い申し上げます。

　UR都市機構は、被災宅地・被災建築物の危険度判定や応急仮設住宅建設への支援及
び被災者の方へのUR賃貸住宅の提供などを通じ、一日でも早い復旧に協力させていた
だいております。

　UR都市機構では、阪神・淡路や東日本大震災などの復興事業を含め「まち・住まい
づくり」を担う公的機関として、半世紀以上にわたり、安全・安心、快適で美しいまち
づくりを進めるとともに、まちや住まいの省エネルギー化、自然環境の保全・再生、資
源の有効利用や廃棄物の削減など、環境への配慮に先進的に取り組んでまいりました。

　本報告書は、UR都市機構が策定した地球温暖化対策実行計画「UR-ecoPlan2014」
の進捗状況、UR都市機構が環境に配慮すべき視点として定めた「環境配慮方針」に基
づくエネルギー削減状況等の報告及び地域の皆様などと共に取り組んだ環境に配慮した
具体的な活動事例を紹介しています。環境配慮への取り組みにおいては、UR都市機構
がこれまで培ってきた技術力と総合力を生かしつつ、地方公共団体や民間事業者との
パートナーシップ、UR賃貸住宅にお住いの皆様や地域の方々との交流をより強化して
いくことが、重要であると考えています。

　また、2015年にフランス・パリで開催された気候変動枠組条約第21回締約国会議
（COP21）の成果として「パリ協定」が採択され、それを踏まえ我が国では「地球温
暖化対策計画」が閣議決定されました。計画では、二酸化炭素排出量を2030年度にお
いて、2013年度比26.0％減の水準とする中期目標の達成に向けて着実に取り組むこと
とされ、中でも業務部門と家庭部門は今後より一層の排出抑制に重点的、かつ継続的に
取り組むことが必要となります。UR都市機構においてもより一層省エネルギー化に取
り組む所存です。

　UR都市機構は、地球にやさしいまちづくり、人にやさしい
住まいづくりに積極的に取り組み、皆様とより一層のコミュ
ニケーションを図り、美しい自然豊かな社会、持続的発展が
可能な社会、さらには世代を超えて継承できる安全・安心で
快適な環境をプロデュースしていきたいと考えています。

　今後とも引き続き、皆様からのご支援とご協力を賜ります
ようお願い申し上げます。

























移植後の状況
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